
人口でみる日本のすがた

～国勢調査等の結果から～

１ 全国・都道府県・市区町村別結果

２ 政府統計の総合窓口(e-Stat)の利用
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ｏ様々な行政の課題と対策を考える際に不可欠
となる現状把握のために、国勢調査結果は高
い頻度で利用

ｏまた、一般の会社や団体などにおいても、現
状把握や需要予測などのために、国勢調査結
果を利用

１全国・都道府県・市区町村別結果
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日本の人口は1億2777万人

日本の総人口及び増減率の推移 (1920年～2050年)

注） 将来推計人口は，国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」による。

日本の人口及び増減率の推移　(1920年～2050年)
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年齢（５歳階級）別人口の推移（1920～2005年）

15～24歳は1995年から減少
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人口ピラミッド（推計人口 平成19年10月）
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働く女性のＭ字カーブの底が上昇

年齢（５歳階級），男女別労働力率(昭和55年，平成17年)

注） 労働力率＝（就業者数＋完全失業者数）/15歳以上人口×100
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外国人の人口及び割合の推移
(昭和25年～平成17年)

日本に在住する外国人は増加
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東京圏や名古屋圏で人口増加
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17歳以下人口が多いのは
東京，大阪，神奈川

都道府県別17歳以下人口及び割合（平成17年）
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【上位】 【下位】

順位 市区名
平成12～
17年の
増減率（％）

順位 市区名
平成12～
17年の
増減率（％）

1 東京都　　中央区 35.7 1 北海道　　歌志内市 -12.1

2 大阪府　　中央区 20.8 1 北海道　　夕張市 -12.1

3 千葉県　　浦安市 16.8 3 北海道　　三笠市 -12.0

4 東京都　　港区 16.6 4 高知県　　室戸市 -10.2

5 東京都　　千代田区 15.9 5 北海道　　芦別市 -10.1

都心回帰で人口増加

人口の増減率（平成12年～17年）

注） 市区を対象
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市区町村別15歳未満人口の割合（平成17年）
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20代前半の通学者数は 約207万人

労働力状態別20～24歳人口（平成17年）
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学生アルバイトは 「卸売，小売業」が多い

産業大分類別「通学のかたわら仕事」の20～24歳人口（平成17年）
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関東の４都県の間で 約38万人が通学

都道府県別15歳以上通学者数（平成17年）
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ｏ日本の政府統計関係情報のワンストップサー
ビスを実現するための政府統計のポータルサ
イト

ｏ各府省等で実施している統計調査の各種情報
を集約

ｏ統計データ、公表予定、新着情報、調査票項
目情報などを提供

２ 政府統計の総合窓口(e-Stat)の利用
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≪e-Statのトップページ≫
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「都道府県・市区町村のすがた」
操作図 (イメージ) 
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「地図で見る統計（GIS）」
操作図 (イメージ) 


